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06　沖縄の振興2011

平成23年度（当初）内閣府沖縄担当部局　項目別予算：総額2,301億円

治山治水
80億円
3.5%

都市環境
59億円
2.6%

その他公共（推進費）
35億円
1.5%

沖縄総合事務局

直轄の国道・ダム・
港湾・空港など

学校・住宅・上水道など 病院・離島空港・
漁港など

( 那覇市 )

直轄事業費

直
轄
事
業
費

予算の移替え

関係各省庁 内 閣 府

市 町 村 県

補助事業費

補助事業費

( 国の総合出先機関 ) 予算の一括計上事業の実施

補
助
事
業
費

補
助
事
業
費

港湾空港
216
億円

9.4%

水道・廃棄物処理等
92億円
4.0%

農林水産
基盤整備
182
億円

7.9%

社会資本
総合整備
487
億円

21.1%

文教
施設等
168
億円

7.3%

基本的政策
企画立案等
経費等
366
億円

15.9%

道　路
296
億円

12.9%

沖縄振興
自主戦略
交付金
321
億円

14.0%

3. 沖縄振興予算　　

　内閣府においては、沖縄振興計画に基づく事
業のうち公共事業を中心とする関連事業の全体
的な把握、事業相互間の進度調整、計画に沿っ
た事業の推進を図るため、これらの事業の経費
を内閣府に一括計上し、これを各省庁に移し替
えて執行することにより、計画実施について効

果的な総合調整を行っています。
　また、「ひも付き補助金」を段階的に廃止し、
地域の自由裁量を拡大するために創設された一
括交付金については、他の都道府県予算とは明
確に区別し、沖縄振興予算の中に沖縄振興自主
戦略交付金として一括計上しています。


